地域の強みを活用した外需取り込み型地域産業振興事業（起業支援型地域雇用創造事業）
募集要領
１　事業の目的
  　本県のモノづくり産業の集積から生まれた優れた技術や付加価値の高い商品・サービス、豊富な観光資源等、本県の多様な強みを活用して外需を取り込むことにより、地域に根差した産業振興を促進し、安定的な雇用創出に資する事業の提案を募集します。

　
２　公募事業
  　県が設定する事業内容について応募者自らが企画し、失業者を新たに雇い入れて実施する事業とします。（起業支援型地域雇用創造事業により実施します）
３　事業内容
（１）本県における外需取り込みの実態及び可能性に係る調査報告書の作成
（２）地域の強みを活用した外需取り込み型の地域産業振興に資する新商品又は新サービスの開発

（３）外需獲得のための効果的な取り組みの企画及び実施
４　応募資格
（１）起業後１０年以内※１※２の民間企業、ＮＰＯ法人、公益法人、その他の法人、法人以外の団体又は個人等（以下「企業等」という。）で、本社が起業時から石川県内に所在する※３企業等とし、かつ委託事業を的確に遂行するに足る能力を有する者とします。これらの者がグループを構成して応募する場合は、石川県内に事業所を有する者を代表構成員とすることとします。
※１　平成１５年４月以降に起業した企業等（分割・合併による新会社設立は含まない）

※２　起業後１０年超の企業等が新分野進出のため、社内に新たな部門を設置したり、定款変更等している場合は、実質的に起業と同等に認めることができるため、「起業」に含む。

※３　事業所が複数ある場合にあっては、その多くが石川県内に所在する企業等が対象
（２）次の事項の１つに該当する者は応募できません。（グループの場合、全ての構成員が該当しない必要があります。）
　① 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者。

　② 石川県から指名停止の措置を受けている者。

　③ 県税、消費税及び地方消費税を滞納している者。

　④ 会社更生法、民事再生法等に基づく再生又は更生手続きを行っている者。

　⑤ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる暴力団

　　 及び第６号に掲げる暴力団員並びにそれらの利益となる活動を行う者。

　⑥ 政治団体

　⑦ 宗教団体

５　委託事業費
（１）事業の限度額　　１５，０００千円（下回る場合の下限はありません。）
（２）対象となる事業費
①　人件費（新規に雇用する失業者）

ア 賃金

イ 通勤手当等の諸手当

ウ 社会保険料（健康保険料、雇用保険料、労災保険料等）の事業主負担分

エ 賞与等の臨時的な支払い

・人件費に係る消費税等については、人件費として取り扱って差し支えないものとします。

② その他の事業費

　　　　ア 直接的事業費

　　　　　　消耗品費、印刷製本費、広告宣伝費、交通費、通信運搬費、会場借料、物品・

　　　　　　機器等のレンタル・リース費、外注費、その他事業実施に必要な費用

・消耗品以外の物品・機器等については、レンタル、リースにより調達するものとし、購入は認めないものとします。

・
事業に従事した既存の社員又は失業者以外の新規雇用者の人件費をその他の事業費に含めることができます。ただし、委託事業の範囲で従事した事務量に応じた費用とし、その内訳が明確に区分できるもののみ対象とします。

　　　 イ 再委託費

　　　　　事業の一部を第三者に委託する費用
６　提案できる事業の実施期間
概ね、平成２６年３月上旬以降から平成２７年３月３１日の間
※失業者の雇用期間は最大１年間であること。
※事業開始が平成２６年度以降の事業は不可であること。

７　新規雇用者の募集及び予定者数
県内のハローワークで求人の登録を行うこと。また、新規に雇用する失業者の予定人数については、申請書様式２－３に記載すること。
８　事業案の選定

（１）審査会の実施
  　応募のあった提案のうち、３「事業内容」に掲げる全ての事項に合致するものを審査対象とし、提案内容について、下記（２）の審査基準に基づいて審査会を実施し、予算の範囲内において優れたものを選定します。

　　
（２）審査基準

①事業実施能力

　　　　　・事業実績、活動実績から確実に事業を遂行できるか。

　　　　　・事業を実施するための体制が確保されているか。
②企画内容

　　　　　・事業内容に沿った企画となっており、事業の効果が期待できるか。

　　　　　・アイデアに工夫が見られるか。

　　　　　・事業の実施方法、スケジュール、費用の積算が具体的に示され、事業の実現が見込まれるか。

③雇用創出が期待できるか。

（３）審査結果

　　　　 審査対象となった提案の応募者全てに対し、審査結果を書面で通知します。
９　契約について

（１）県は、審査会で選定された提案を基に仕様書を作成し、その提案の応募者から見積もりを徴収したうえで、県が設定する予定価格の範囲内で随意契約を締結します。

（２）仕様書の作成にあたっては、選定された提案の応募者と事業実施の具体的な方法等について協議、調整を行います。なお、協議、調整の結果、企画内容、金額を変更する場合があります。

（３）委託契約締結後は速やかに事業に着手し、経理処理は他に行っている事業と明確に区分してください。会計関係の帳簿類は、事業終了後５年間保存してください。

（４）事業終了後は、契約書、仕様書に基づき報告書等の提出が必要となります。

（５）県から、求人の充足状況について報告を求められた場合は、速やかに回答してください。

（６）事業終了後は、委託事業期間、人件費及び事業費、全労者数及び新規雇用失業者数、新規雇用失業者の雇用期間、新規雇用失業者の募集方法の事項を内容に含む実績報告書の提出が必要です。

（７）委託料の前払いをできるものとします。前払いの額は、それぞれの契約の内容に応じて県が決定するものとします。

１０　応募方法
　　（１）提出期限

平成２６年２月１２日（水）１７時４５分まで（必着）

必要書類を石川県商工労働部産業政策課まで提出すること。

（ＦＡＸ及び電子メールによる提出は不可）　

　　（２）提出書類
　　　　応募申請書は、産業政策課のホームページよりダウンロード（ワード形式）可。（http://www.pref.ishikawa.lg.jp/syoko/index.html）
　　　　①応募申請書（様式１）・・・５部
　　　　②企画提案書（様式２）・・・５部
　　　　③事業費積算書（様式３）・・・５部
　　　　④類似・関連事業の実績（過去３年間）（様式４）・・・５部
　　　　⑤事業の統括責任者・運営管理体制（様式５）・・・５部
⑥企画書（任意様式）・・・５部
⑦添付書類・・・各１部
　ア 定款又は寄附行為（法人格がない場合は、運営規約等これに類する書類）

　イ 法人の登記簿謄本又は履歴事項全部証明書（法人格がない場合は、名称、所在

地、設立年月日、代表者の氏名及び住所、目的、資産の総額を記載した書類）

　　（提出日において、発行日から３ヵ月以内のもの。）

　ウ 会社概要等、応募者の概要が分かる書類

　エ 県税、消費税及び地方消費税に滞納のないことを証する書類

　　（提出日において、発効日から１ヵ月以内のもの。）

オ 申請日が属する会計年度の過去３ヵ年の決算書類（貸借対照表、損益計算書）

　　 ※個人事業主の場合は、過去３ヵ年分の青色申告書又は白色申告書等税務署

　　　 に提出している書類の写し
　　　   なお提出書類は返却しない。
１１．完了報告の提出

事業終了後、完了報告書等の関係書類を提出すること。

１２．その他
（１）県は、本事業の公募をホームページで一定期間行います。

（２）事業で得た財産及び成果物に係る権利は、県に帰属します。

（３）スケジュール

①募集期間（ホームページでの周知）　　平成２６年１月２３日（木）～２月１２日（水）
②審査会開催　　　　　　　　　　　　　平成２６年２月中旬
③委託事業決定・結果通知　　　　　　　平成２６年２月下旬
④委託契約・事業開始　　 　　　　　　 平成２６年３月上旬
【応募に関する問い合わせ及び応募書類の提出先】
石川県商工労働部産業政策課　国際展開Ｇ

〒920-8203　金沢市鞍月1丁目1番地
TEL:076-225-1509
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